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Abstract
This paper examined a Japanese language teacher education program through a case-study analysis of 
descriptions of teaching practice over the past decade to identify chal-lenges and methods of improvement. 
The author has been involved in a Japanese language teacher education program at Mukogawa womenʼs 
university as a program coordinator and in a teaching practice program at language schools in Osaka and at a 
sister university in Korea. The program in this study experienced some restructuring for various reasons. The 
author analyzed these reasons by classifying them according to external and internal factors. The external 
factors were mostly influenced by curriculum restructuring; deference to the academic calendar; job-hunting 
trends; and nationwide risks including political issues, natural disas-ters, infections, etc. In order to continue 
teaching practice, program coordinators had to overcome these challenges. Observation revealed that the 
program has been restructured whenever it met with external obstacles from time to time. Internal factors, 
however, were hardly discussed. Internal factors included teachersʼ academic abilities, teaching skills, and 
their art of reflection. One of the ways to improve the program would be that trainees design their own 
program by themselves. The key would be to deploy the “readiness to learn” concept referred to by 
andragogy studies.
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日本語教員養成プログラムの検証
－ 3 －






2000 年代に入ると、かつての「留学生 10 万人計画」もほぼ目標を達成し、大学におけるグローバル化
の指針のもと、留学生施策として平成 20（2008）年「留学生 30 万人計画」が文科省から発表された。そし
て日本語教員養成に関しては、昭和 60（1985）年「日本語教員資格のガイドライン」が示されて 15 年後に
あたる平成 12（2000）年に、その改訂版として「日本語教育のためのガイドライン」が示された。そこで












会に生きる人材育成の一環として開設された。当時、3 年次以降の専攻が 3 つの系に分かれており（1 系：














平成 13 2001 日本語教育 20～（12）
平成 12（2000）年「日本語教育のための教員養成
について」に、主専攻・副専攻のとりやめ、教育
内容：3 領域 5 区分の提示がある。




平成 15 2003 日本語教育 20～（12） 4 年
25 名
10 校
平成 16 2004 日本語教育 20～（12） 4 年
23 名
9 校
平成 17 2005 日本語教育 20～（12） 4 年
13 名
6 校
平成 18 2006 日本語教育 20～（12） 4 年
10 名
5 校
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（上田）
－ 4 －

























































韓国で MERS 流行し参加者減少→実習校 1 校に
調整




































本学の開設する科目 単位数 必修 選択

















日本語学概論Ⅰ 2 2 　





























日本語教育学入門 2 2 　




日本語教授法実習 1 1 　
日本語教育史 2 2
日本語教育インターンシップ 2 2























受け入れ校は 3 校（仮名：A 校、B 校、C 校）である。各校では進学コース、短期留学コースなどそれぞ
れ特色ある教育が行われている（表 3）。
表 3　国内日本語教育実習のまとめ（2018 年）
受入校（仮名） 期間 日本語学習者の背景・学習目的 主な実習内容





































































の実績がある。同大学校での日本語教育実習は 2007 年より始まった。参加者数は当初 5 名～ 8 名だっ
たが、次第に希望者が増加し、2015 年は同じ大田広域市にある国立ハンバット大学校でも協力を得て









8 月下旬 5 泊 6 日
2007 ～ 2013
4 年生















































ム生にあたり、2015 年～ 2017 年が移行期、2018 年に完成年を迎えた。
【就職活動・教員採用試験】
就職活動、いわゆる「就活」が大学生活の特に後半で大きな意味を占める現在、その開始時期や合同説











を履修し学外実習へは 3 年生で臨めるようにした。カリキュラム移行期間は、4 年生と 3 年生の両者が
参加できるよう調整した。さらに従来は「日本語教授法実習」（必修 1 単位）では希望者が単位とは関係












韓国と日本とを比べてみても、前者は前期 3 月～ 6 月、後期 9 月上旬～ 12 月が主な学期で、日本は前
期 4 月～ 7 月、後期 9 月下旬～ 1 月と、ほんのわずかの相違ではあるが影響は看過できない。具体的な
問題として、教育実習をする時期は通常受け入れ大学では夏季休暇中で、教員はもちろん学生も登校予
定は基本的にはないことがある。そこで、受け入れ大学の担当者が夏休みに入る前から実習生の授業を
受けるボランティア（1 クラス 5 名 x3 クラス）や、実習生のアテンドを引き受けてくれるチューター（4



























































































注 1　 『平成 28 年度国内の日本語教育概要』によると、年代別教師数は 20 代 5.7％、30 代 10.3％で若年層は合計
16％だが、50 代 17.5％、60 代 21.6％で、高齢層は合計 39.1％となっている（文化庁 2016）。
注 2　 語彙のコントロールの問題の一例として、授業準備で各課の語彙や文型を洗い直し、それに基づいて授業を










注 5　武庫川女子大学『履修便覧』平成 13 年度版～平成 30 年度版
注 6　 2009 年度より国際交流基金「日本語教育インターン」助成金プログラムを受けて海外教育実習を実施してきた
が、韓国が助成対象地域には含まれなくなったため、本プログラムの助成申請は 2016 年で停止した。















小倉紀蔵「第 1 章　いま、韓国をどう見るか」『現代韓国を学ぶ』有斐閣選書 pp.1-18（2012）
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